
(単位:百万円)

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

531,282 1,637,280
1 27,565

531,281 1,609,264
450

7,380
6,936

1,179,941
324,199 47,478

1,767
235,598 43,360

117 71
293,713 23,301
324,545 6,393

310
10,219 2,768
5,219 10,240
5,000 274

46,013 169
27,280
17,544 3,639
1,189

16,488
13,147
3,340 ( 純 資 産 の 部 )

52 59,000

59,196 45,204
45,204

44,890
30,117 51,175
6,243 51,175
3,889 51,175
1,690

87 155,380
2,861

7,875 9,043
9,043

△ 52

純 資 産 の 部 合 計 164,423

資 産 の 部 合 計 1,903,288 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計 1,903,288

貸 倒 引 当 金

未 収 収 益 繰 越 利 益 剰 余 金
預 託 金
仮 払 金 株 主 資 本 合 計
そ の 他 の 資 産

繰 延 税 金 資 産 その他有価証券評価差額金
評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

資 本 準 備 金
そ の 他 資 産

未 収 金 利 益 剰 余 金
前 払 費 用 そ の 他 利 益 剰 余 金

ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

代 理 店 貸 資 本 金

再 保 険 貸 資 本 剰 余 金

負 債 の 部 合 計 1,738,864無 形 固 定 資 産

一 般 貸 付 仮 受 金

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金
土 地
建 物 価 格 変 動 準 備 金
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産

預 り 金
貸 付 金 預 り 保 証 金

保 険 約 款 貸 付 金 融 派 生 商 品

株 式 未 払 法 人 税 等
外 国 証 券 未 払 金
そ の 他 の 証 券 未 払 費 用

社 債 そ の 他 負 債

現 金 支 払 備 金
預 貯 金 責 任 準 備 金

契 約 者 配 当 準 備 金
買 入 金 銭 債 権

代 理 店 借
有 価 証 券

国 債 再 保 険 借
地 方 債

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

平成30年度（平成31年3月31日現在）貸借対照表

科 目 金 額 科 目 金 額

(1) オリックス生命保険株式会社



貸借対照表の注記

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

(1) 標準責任準備金の対象契約については金融庁長官が定める方式（平成8年大蔵省告示第48号）

(2)

12.

13.

14.

退職給付引当金（前払年金費用）は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額
に基づき、計上しております。
退職給付債務並びに退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

　退職給付見込額の期間帰属方法　給付算定式基準
　数理計算上の差異の処理年数　　各発生年度の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年～19年）
　過去勤務費用の処理年数　　　　各発生年度の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年～19年）

価格変動準備金は、保険業法第115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 

ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号）に従い、外貨建債券に対する為替変動リスク
のヘッジとして為替予約による時価ヘッジ、外貨建債券に対する金利変動リスクのヘッジとして金利スワップ取引による時
価ヘッジを行っております。
なお、ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動を比較する比率分析によっております。ただし、ヘッ
ジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一である場合には、ヘッジに高い有効性があると想定することができるため、
ヘッジの有効性の判定を省略しております。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外消費税等のうち、税法に
定める繰延消費税等については、前払費用に計上し5年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費
用処理しております。

責任準備金は、保険業法第116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方式により計算しております。

標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式。ただし、特別勘定を設けた保険契約に係る保険料
積立金については、保険業法施行規則第69条第4項第3号に定める方式。

無形固定資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行っており
ます。

当社は、オリックス株式会社を連結納税親会社とする連結納税主体の連結納税子会社として、連結納税制度を適用しており
ます。

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日。以下「税効果会計基準一部改正」
という。）を、当期から適用し、税効果会計基準一部改正第4項に定める「税効果会計に係る会計基準」注解（注8）（評価
性引当額の合計額を除く。）に記載された内容を追加しております。

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債
務者に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上
しております。また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する
債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支
払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上してお
ります。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定
結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の
算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、「保険業における「責任準
備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づく
責任準備金対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社株式（保険業法第2条第12項に規定する子会
社及び保険業法施行令第13条の5の2第3項に規定する子法人等のうち子会社を除いたものが発行する株式をいう）については
原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては3月末日の市場価格等に基づく時価法(売却原価の算定は移動平均
法)、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債
券を含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価法に
よっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

個人保険・個人年金に設定した小区分（保険種類・資産運用方針等により設定）に対応した債券のうち、負債に応じたデュ
レーションのコントロールを図る目的で保有するものについて、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の
会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第21号）に基づき、責任準備金対応債券に区分し
ております。

デリバティブ取引の評価は時価法によっております。

有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。
賃貸用有形固定資産
　定額法を採用しております。
営業用有形固定資産
　定率法（ただし、建物（平成28年3月31日以前に取得した建物付属設備、構築物を除く）については定額法）を採用してお
ります。
なお、有形固定資産のうち取得価額が10万円以上20万円未満のものについては、3年間で均等償却を行っております。

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。

(2) オリックス生命保険株式会社



15.

貸借対照表計上額 時価 差額

531,282 531,282 -

7,380

7,380

7,380 7,951 570

1,176,551 1,209,226 32,675

324,219 324,219 -

114,577 144,325 29,748

73,069 75,996 2,927

664,684 664,684 -

10,219

5,219

　一般貸付 5,000

△0

10,219 10,219 -

30,117 30,117 -

△ 10,240 △ 10,240 -

△ 10,240 △ 10,240 -

（3） 有価証券
 ・市場価格のある有価証券
   3月末日の市場価格等によっております。
 ・市場価格のない有価証券
   取引先金融機関から提示された価格によっております。
   なお、非上場株式、非上場不動産投資信託など時価を把握することが極めて困難と認められるもので構
   成されているものについては、有価証券に含めておりません。
   当該非上場株式、非上場不動産投資信託等の当期末における貸借対照表価額は、3,389百万円でありま
   す。

（4） 貸付金
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返済
見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、原則として帳簿
価額を時価としております。
一般貸付はすべて変動金利での貸付となっており、時価については、将来キャッシュ・フローに市場金利
が短期間で反映されるため、時価は帳簿価額と近似していることから当該帳簿価額によっております。

（2） 買入金銭債権
時価は、取引先金融機関から提示された価格によっております。

その他資産

　未収金

金融派生商品（※2）

　ヘッジ会計が適用されているもの

（※1）貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。

（※2）金融派生商品によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務
      となる項目については、△を付しております。

（1） 現金及び預貯金
預貯金は全て満期のない預貯金であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額に
よっております。

　　△貸倒引当金（※1）

現金及び預貯金

買入金銭債権

　貸付金として取扱うもの

有価証券

　売買目的有価証券

　満期保有目的の債券

　責任準備金対応債券

　その他有価証券

貸付金

　保険約款貸付

保険業法第118条第1項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、生命保険の販売（契約獲得）により固
定金利（予定利率）で資金調達されている負債特性を十分に考慮し、金利変動による不利な影響が生じないように、当社で
は、資産及び負債の総合的管理（ＡＬＭ）を行っております。
この方針に基づき、具体的には、公社債等の利付資産をポートフォリオの核とし、また、一部を不動産へ資産配分しており
ます。
また、デリバティブ取引については、主として外貨建資産の為替変動リスクを回避する目的で為替予約取引、外貨建資産の
金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ会計を適用しております。
ヘッジ会計の手法については、為替予約取引をヘッジ手段、外貨建債券をヘッジ対象とした時価ヘッジ、金利スワップ取引
をヘッジ手段、外貨建債券をヘッジ対象とした時価ヘッジを行っております。ヘッジの有効性の判定は、ヘッジ対象とヘッ
ジ手段の時価変動を比較する比率分析によっております。ただし、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が同一であ
る場合には、ヘッジに高い有効性があると想定することができるため、ヘッジの有効性の判定を省略しております。
なお、主な金融商品として、有価証券及びデリバティブ取引は市場リスク及び信用リスクに晒されております。
市場リスクの管理にあたっては、リスク管理方針及び資産運用リスク管理規則に従い、定期的に時価及び時価変動額を把握
し、許容されるリスクの範囲内で適切な資産配分が行われていること等をモニタリングし、取締役会及び経営会議に報告し
ております。
信用リスクの管理にあたっては、リスク管理方針及び資産運用リスク管理規則に従い、発行体及び与信先の財務状況や与信
金額が特定の企業、業種に集中していないこと等をモニタリングし、取締役会及び経営会議に報告しております。
一般勘定及び特別勘定の主な金融資産及び金融負債にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと
おりであります。

（単位：百万円）

(3) オリックス生命保険株式会社



16.

17.

18.

19.

20.

21.

22.

23.

      当期首現在高 702 百万円

      当期契約者配当金支払額 691 百万円

      契約者配当準備金繰入額 440 百万円

      当期末現在高 450 百万円

24.

25.

26.

27.

28.

貸借対照表に計上したその他の有形固定資産の他、リ－ス契約により使用している重要なその他の有形固定資産として電子
計算機があります。

契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。

関係会社の株式は97百万円であります。

保険業法施行規則第73条第3項において準用する同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する支払備金（以
下「出再支払備金」という。）の金額は1,049百万円であり、同規則第71条第1項に規定する再保険を付した部分に相当する
責任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は255,387百万円であります。

すべての変額個人年金保険及び変額終身保険について、最低保証リスクを対象とする共同保険式再保険契約を締結してお
り、当該再保険契約に付された最低保証に係る責任準備金は法令等に基づき不積立としております。また、一部の医療保険
について、保険リスクを対象とする資産留保型共同保険式再保険契約を締結しており、当該再保険契約に付された契約に係
る責任準備金は法令等に基づき不積立としております。

1株当たりの純資産額は79,817円47銭であります。

保険業法第259条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当期末における当社の今後の負担見積額は4,293百万円で
あります。
なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。

（6） 金融派生商品
為替予約取引の時価については、TTM、割引レート等を基準として算定した理論価格によっております。
金利スワップの時価については、公表されている市場金利を基準として将来キャッシュフローを現在価値
に割り引いて算定した理論価格によっております。

当社では、東京都その他の地域において賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有しており、当期末における当該賃貸等不
動産の貸借対照表価額は、42,644百万円、時価は、57,248百万円であります。
なお、時価の算定にあたっては、社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額によっております。

消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は、8,352百万円であります。

有形固定資産の減価償却累計額は8,904百万円であります。

保険業法118条に規定する特別勘定資産の額は338,694百万円であります。なお、負債の額も同額であります。

関係会社に対する金銭債権の総額は10,311百万円、金銭債務の総額は23,203百万円であります。

繰延税金資産の総額は13,527百万円、繰延税金負債の総額は3,817百万円であります。
繰延税金資産のうち評価性引当額として控除した額は、1,834百万円であります。
繰延税金資産の発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金7,604百万円、最低保証に係る共同保険式再保険契約に関する再保
険貸1,589百万円、外国債券為替差損益1,417百万円、価格変動準備金1,019百万円であります。
繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、その他有価証券の評価差額3,517百万円であります。
繰延税金資産から評価性引当額として控除された額の、前期末からの主な変動の理由は、前期末に回収不能と判断していた
税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産が、当期において課税所得が発生する見込みとなったため、当期課税所得発生見込
み額に税務上の繰越欠損金を充当することで、回収されたことによるものであります。
当年度における法定実効税率は28.00％であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主要な
内訳は、評価性引当額の増減△2.28%、税務上の繰越欠損金に対して前期末に適用した法定実効税率と回収税率との差異
△1.42%であります。

（5） その他資産（未収金）
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(4) オリックス生命保険株式会社



29.

①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 4,748 百万円

勤務費用 483 百万円

利息費用 37 百万円

数理計算上の差異の当期発生額 404 百万円

退職給付の支払額 △156 百万円

期末における退職給付債務 5,517 百万円

②年金資産の期首残高と期末残高の調整表

期首における年金資産 3,919 百万円

期待運用収益 86 百万円

数理計算上の差異の当期発生額 △35 百万円

事業主からの拠出額 413 百万円

退職給付の支払額 △156 百万円

期末における年金資産 4,227 百万円

③退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

積立型制度の退職給付債務 5,517 百万円

年金資産 4,227 百万円

1,290 百万円

未認識数理計算上の差異 △1,159 百万円

未認識過去勤務費用 39 百万円

退職給付引当金 169 百万円

④退職給付に関連する損益

勤務費用 483 百万円

利息費用 37 百万円

期待運用収益 △86 百万円

数理計算上の差異の当期の費用処理額 72 百万円

過去勤務費用の当期の費用処理額 △0 百万円

確定給付制度に係る退職給付費用 506 百万円

⑤年金資産の主な内訳

年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、以下のとおりであります。

債券 37 ％

株式 32 ％

生命保険一般勘定 24 ％

その他 7 ％

合計 100 ％

⑥長期期待運用収益率の設定方法

⑦数理計算上の計算基礎に関する事項

割引率 0.6 ％

長期期待運用収益率 2.2 ％

当社の確定拠出制度への要拠出額は、217百万円であります。

30. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

(1)採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付年金制度を設けております。また、確定拠出型の制度として確定拠出年金
制度を設けております。

(2)確定給付制度

年金資産の長期期待運用収益率については、年金資産のポートフォリオの内容及びこれらのポートフォリ
オから生じる長期期待運用収益率に基づいて毎期決定しております。長期期待運用収益率は、従業員が勤
務の結果として生じる給付を受けるまでの期間に、実際に資産から生じる長期の収益率に近似するように
設定されます。その設定にあたっては、年金資産のポートフォリオから生じた過去の実際の収益や様々な
資産から生じる個々の独立した予定利率を含む、多くの要素を用いています。

期末における主要な数理計算上の計算基礎は以下のとおりであります。

(3)確定拠出制度

退職給付に関する事項は次のとおりであります。

(5) オリックス生命保険株式会社



     　　平成30年度 　   損益計算書

     　　   (単位:百万円)
金　　　　額

  経        常        収        益 439,655

335,252
324,725
10,526

18,347
15,794

0
11,280

179
4,150
182

1,648
1
25
879

86,055
2,614
101
490

82,290
559

  経        常        費        用 362,779

255,518
36,250
68,915
43,360
47,951
2,261

56,779

6,091
6

215
2,924
775

1,052
1,117

89,100

12,069
67

7,276
4,626

92
5

  経        常        利 　　　　益 76,876

  特        別        利　　　　 益 6,573
6,573

  特        別        損         失 416
26
390

440

82,592

23,090

△ 3,212

19,877

62,715

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

税 金
減 価 償 却 費
退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額
そ の 他 の 経 常 費 用

固 定 資 産 等 処 分 益

固 定 資 産 等 処 分 損
価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

保 険 金 据 置 支 払 金

金 融 派 生 商 品 費 用
為 替 差 損
賃貸用不動産等減価償却費
そ の 他 運 用 費 用

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

解 約 返 戻 金
そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

資 産 運 用 費 用
支 払 利 息
有 価 証 券 売 却 損

給 付 金

特 別 勘 定 資 産 運 用 益

そ の 他 経 常 収 益
年 金 特 約 取 扱 受 入 金
保 険 金 据 置 受 入 金
支 払 備 金 戻 入 額
責 任 準 備 金 戻 入 額
そ の 他 の 経 常 収 益

保 険 金 等 支 払 金
保 険 金
年 金

そ の 他 運 用 収 益

預 貯 金 利 息
有価証券利息・配当金
貸 付 金 利 息
不 動 産 賃 貸 料
そ の 他 利 息 配 当 金

有 価 証 券 売 却 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 額

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

科 目

保 険 料 等 収 入
保 険 料
再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益

平成30年4月 1日から 

平成31年3月31日まで 

(6) オリックス生命保険株式会社



損益計算書の注記

1.

2.

3.

4.

5.

6. 金融派生商品費用には、評価損が14,055百万円含まれております。

7. 関連当事者との取引は以下のとおりであります。

属性 会社等の名称
議決権の数の

所有(被所有)割合
（％）

関連当事者との関係
取引の
内容

取引金額
（百万円）

科目
期末残高

（百万円）

再保険収入 445
再保険貸
（注2）

28,628

再保険料
（注3）

11,299 再保険借 262

関連当事者との関係

　関連当事者との役員の兼務等の関係はありません。

取引条件等

　（注1）再保険取引については、一般の取引条件と同様に設定しております。

　（注2）再保険契約に関して、一時払いの再保険料のうち前払再保険料に相当する部分を再保険貸に計上しております。

　（注3）前払再保険料のうち当期に費用として処理した7,868百万円を含んでおります。

8. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

関係会社との取引による収益の総額は1,130百万円、費用の総額は2,799百万円であります。

有価証券売却益の内訳は、国債等債券552百万円、株式等78百万円、外国証券1,017百万円であります。

有価証券売却損の内訳は、株式等188百万円、外国証券26百万円であります。

支払備金戻入額の計算上、足し上げられた出再支払備金繰入額の金額は964百万円、責任準備金戻入額の計算上、足し上げられた
出再責任準備金繰入額の金額は148,594百万円であります。

1株当たりの当期純利益は、30,444円24銭であります。

親会社の
子会社

オリックス・リ
インシュアラン
ス・リミテッド

‐
最低保証に係る共同保
険式再保険契約（注1）

(7) オリックス生命保険株式会社


